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独立行政法人科学技術振興機構

68000-0110-00002

参加者確認公募

サイエンスチャンネル番組「THE MAKING」の制作(#310-#317)

平成26年2月7日

(株)日ﾃﾚ ｱｯｸｽｵﾝ

公示日 平成26年1月16日

平成26年2月5日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○
特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付し
ていない。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○ 応募資料提出期限の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○
参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて
仕様書等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、
説明会に代わる事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×
現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果
が得られている。現状では電子入札の普及率や対応可能業者の数、導
入及び維持コストを比較して時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×
対応可能な者が他にいないと考えられるために確認公募としたものであ
り、理由等をヒアリングできる者は見受けられない。

⑦競争参加資格の拡大 ○ 参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

契約監視委員会のコメント

本案件を審議した契約監視委員会の委員

入 札 経 緯 及 び 結 果 開 札 ・
提案書
締切日

契 約 締 結 日

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

一者応札・応募等事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量

なし

一者応札・応募等の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置

資料５

区分３



独立行政法人科学技術振興機構

13800-1129-00008

一般競争入札

2014年発行外国逐次刊行物の購入（会議資料・Proceedings of SPIE）

平成26年1月14日

(株)ﾆｭｰﾄﾘﾉ

公示日 平成25年12月12日

平成26年1月14日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○
特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付し
ていない。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○ 入札期日の前日から起算して10営業日以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○
入札説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書等を掲載す
るとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わる事
前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×
現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果
が得られている。現状では電子入札の普及率や対応可能業者の数、導
入及び維持コストを比較して時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×
応札者以外に他に関心を示した者はおらず、対応可能な者が他に見当
たらないため、理由等をヒアリングできなかった。

⑦競争参加資格の拡大 ○
予定価格に対応する格付等級のほか、当該等級の２級上位及び２級下
位の参加等級まで拡大している。

契約監視委員会のコメント

本案件を審議した契約監視委員会の委員

入 札 経 緯 及 び 結 果 開 札 ・
提案書
締切日

契 約 締 結 日

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

一者応札・応募等事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量

なし

一者応札・応募等の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置



独立行政法人科学技術振興機構

13800-1129-00007

一般競争入札

2014年発行外国逐次刊行物の購入（会議資料・Lecture Notesシリーズ）

平成26年1月14日

(株)ﾆｭｰﾄﾘﾉ

公示日 平成25年12月12日

平成26年1月14日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○
特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付して
いない。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○ 入札期日の前日から起算して10営業日以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○
入札説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書等を掲載す
るとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わる事
前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×
現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果
が得られている。現状では電子入札の普及率や対応可能業者の数、導
入及び維持コストを比較して時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×
応札者以外に他に関心を示した者はおらず、対応可能な者が他に見当
たらないため、理由等をヒアリングできなかった。

⑦競争参加資格の拡大 ○
予定価格に対応する格付等級のほか、当該等級の２級上位及び２級下
位の参加等級まで拡大している。

契約監視委員会のコメント

本案件を審議した契約監視委員会の委員

入 札 経 緯 及 び 結 果 開 札 ・
提案書
締切日

契 約 締 結 日

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

一者応札・応募等事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量

なし

一者応札・応募等の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置



独立行政法人科学技術振興機構

13800-1120-00010

一般競争入札

2014年発行外国逐次刊行物の購入 追加第二次発注（2Fｸﾞﾙｰﾌﾟ）済繰10%分

平成26年1月14日

(株)紀伊國屋書店

公示日 平成25年11月29日

平成26年1月14日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○
特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付し
ていない。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○ 入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○
入札説明会は開催していないが、ホームページにて仕様書等を掲載す
るとともに質問書による質問を受け付けているため、説明会に代わる事
前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×
現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果
が得られている。現状では電子入札の普及率や対応可能業者の数、導
入及び維持コストを比較して時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×
応札者以外に他に関心を示した者はおらず、対応可能な者が他に見当
たらないため、理由等をヒアリングできなかった。

⑦競争参加資格の拡大 ○
予定価格に対応する格付等級のほか、当該等級の２級上位及び２級下
位の参加等級まで拡大している。

契約監視委員会のコメント

本案件を審議した契約監視委員会の委員

入 札 経 緯 及 び 結 果 開 札 ・
提案書
締切日

契 約 締 結 日

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

一者応札・応募等事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量

なし

一者応札・応募等の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置



独立行政法人科学技術振興機構

04100-0813-00001

一般競争入札

H25年度 技術移転に係わる目利き人材育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの運営(研究支援ｺｰｽ等）

平成25年10月10日

(公財)全日本地域研究交流協会

公示日 平成25年8月15日

平成25年10月8日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○
特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付し
ていない。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○ 入札期日の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○ 入札説明会には複数の業者が参加している。

⑤電子入札システムの導入 ×
現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果
が得られている。現状では電子入札の普及率や対応可能業者の数、導
入及び維持コストを比較して時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×
入札説明会に参加したが応札しなかった業者に理由等を問い合わせた
ものの、回答の協力が得られなかった。

⑦競争参加資格の拡大 ○
予定価格に対応する格付等級のほか、当該等級の２級上位及び２級下
位の参加等級まで拡大している。

契約監視委員会のコメント

本案件を審議した契約監視委員会の委員

入 札 経 緯 及 び 結 果 開 札 ・
提案書
締切日

契 約 締 結 日

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

一者応札・応募等事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量

なし

一者応札・応募等の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置



独立行政法人科学技術振興機構

01900-1112-00001

参加者確認公募

退職給付債務等計算業務

平成25年12月20日

みずほ信託銀行(株)

公示日 平成25年11月27日

平成25年12月17日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○
特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付し
ていない。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○ 応募資料提出期限の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○
参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて
仕様書等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、
説明会に代わる事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×
現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果
が得られている。現状では電子入札の普及率や対応可能業者の数、導
入及び維持コストを比較して時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×
対応可能な者が他にいないと考えられるために確認公募としたものであ
り、理由等をヒアリングできる者は見受けられない。

⑦競争参加資格の拡大 ○ 参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

契約監視委員会のコメント

本案件を審議した契約監視委員会の委員

入 札 経 緯 及 び 結 果 開 札 ・
提案書
締切日

契 約 締 結 日

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

一者応札・応募等事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量

なし

一者応札・応募等の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置



独立行政法人科学技術振興機構

00850-0114-00002

参加者確認公募

JST文書管理システム 機能追加およびデータ整備等の作業

平成26年2月14日

(株)ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ﾃﾞｰﾀ四国

公示日 平成26年1月17日

平成26年2月6日

改善項目 状況 具体的な取組内容

①仕様書の見直し等 ○
特定の物品・サービス等又は業者に限定するような過度の条件は付し
ていない。

②業務等準備期間の十分な確保 ○ 業務準備期間、納期共に充分な期間を確保している。

③公告期間の見直し ○ 応募資料提出期限の前日から起算して20日間以上確保している。

④公告周知方法の改善 ○
参加者確認公募のため説明会は開催していないが、ホームページにて
仕様書等を掲載するとともに質問書による質問を受け付けているため、
説明会に代わる事前説明の機会が確保されていると考えられる。

⑤電子入札システムの導入 ×
現在検討中（郵便による入札を認めているので、電子入札と同等の効果
が得られている。現状では電子入札の普及率や対応可能業者の数、導
入及び維持コストを比較して時期尚早と判断。）

⑥業者等からの聴き取り ×
対応可能な者が他にいないと考えられるために確認公募としたものであ
り、理由等をヒアリングできる者は見受けられない。

⑦競争参加資格の拡大 ○ 参加者確認公募につき、特段の資格制限は設けていない。

契約監視委員会のコメント

本案件を審議した契約監視委員会の委員

入 札 経 緯 及 び 結 果 開 札 ・
提案書
締切日

契 約 締 結 日

（法人における契約監視委員会のコメントに対して講ずる措置）

契 約 の 相 手 方 の 商 号 又 は 名 称 等

一者応札・応募等事案フォローアップ票

法 人 名

案 件 番 号

入 札 及 び 契 約 方 式

契 約 の 件 名 及 び 数 量

なし

一者応札・応募等の改善取組内容

法人における事後点検の結果講ずることとした措置


